
平成26年度 平成27年度
経常収益 3,199,927 2,517,462

資金運用収益 2,079,914 2,134,857

貸出金利息 1,221,202 1,192,194

預け金利息 262,148 242,038

有価証券利息配当金 575,649 679,211

その他の受入利息 20,913 21,411

役務取引等収益 281,333 287,903

受入為替手数料 113,510 113,618

その他の役務収益 167,822 174,285

その他業務収益 7,590 21,339

外国為替売買益 433 ―

国債等債券売却益 ― 21

国債等債券償還益 2,416 1,681

その他の業務収益 4,740 19,636

その他経常収益 831,088 73,362

貸倒引当金戻入益 550,086 15,751

償却債権取立益 41,759 21,627

株式等売却益 210,505 6,280

金銭の信託運用益 8,972 7,517

その他の経常収益 19,764 22,186

経常費用 1,877,607 1,702,408

資金調達費用 92,016 97,182

預金利息 79,871 85,020

給付補填備金繰入額 2,045 2,042

借用金利息 9,999 10,027

その他の支払利息 99 91

役務取引等費用 122,078 119,925

支払為替手数料 35,688 35,828

その他の役務費用 86,389 84,097

その他業務費用 2,059 1,551

外国為替売買損 ― 543

国債等債券売却損 292 229

国債等債券償還損 909 275

その他の業務費用 857 503

経費 1,548,649 1,456,111

人件費 855,770 807,952

物件費 667,303 620,372

税金 25,575 27,786

その他経常費用 112,803 27,637

貸倒引当金繰入額 ― ―

貸出金償却 4 10,138

株式等売却損 ― ―

株式等償却 ― 4,999

その他の経常費用 112,798 12,499

経常利益 1,322,319 815,053

平成26年度 平成27年度
特別利益 3,895 ―

固定資産処分益 3,895 ―

特別損失 139 45,325

固定資産処分損 139 485

減損損失 ― 44,840

税引前当期純利益 1,326,075 769,728

法人税、住民税及び事業税 168,666 72,606

法人税等調整額 ― △ 72,427

法人税等合計 168,666 179

当期純利益 1,157,409 769,548

繰越金（当期首残高） 116,567 318,059

当期未処分剰余金 1,273,976 1,087,608

（単位：千円） （単位：千円）

平成26年度 平成27年度
未処分剰余金 1,273,976 1,087,608

当期未処分剰余金 1,273,976 1,087,608

剰余金処分額 955,917 817,042

利益準備金 115,740 76,954

普通出資に対する配当金 （年2.00%）13,176 （年2.00%）13,088

優先出資に対する配当金 （年0.15%）27,000 （年0.15%）27,000

特別積立金 800,000 650,000

創立90周年記念積立金 ― 50,000

繰越金（当期末残高） 318,059 270,565

（単位：千円）

【損益計算書の注記】
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

子会社との取引による収益総額　　  312千円
子会社との取引による費用総額　31,800千円

出資１口当たり当期純利益金額 564円10銭

「その他の経常収益」には、偶発損失引当金戻入超過額11,259千
円、睡眠預金利益計上分8,539千円および買入金銭債権評価引当金
2,387千円を含んでおります。

「その他の経常費用」には、責任共有制度負担金10,362千円、睡眠預
金払戻金1,969千円および睡眠預金払戻引当金繰入超過額167千円
を含んでおります。

当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上し
ております。

注 1

注 2

注 3

注 4

注 5

注 6

地域 主な用途 種類 減損損失（千円）

宮城県石巻市 営業用店舗 1箇所 土地 44,840

当金庫は、営業用店舗について営業店毎に継続的な収支の把握を行っているこ
とから、各営業店をｸﾞﾙｰﾋﾟﾝｸﾞの最小単位としております。上記営業用店舗につ
いては、今後十分なキャッシュフローが見込めないことから、土地の帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上致しました。な
お、当事業年度の減損損失の測定に使用した回収可能額は、路線価等に基づき
算定した正味売却価額を回収可能価額としております。

損益計算書

剰余金処分計算書
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